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厚真町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、人事行政の運営等状況を公
表します。

厚真町職員の給与においては、国家公務員に準じて支給されており、毎年民間との給与を
比較し、その変動を人事院が毎年勧告する内容に準じて改正が行われています。

なお、平成28年度の一般行政職の給与水準（ラスパイレス指数）は、国家公務員を100とする
と、町職員は9７.８となります。

①職員の任免および職員数に関する状況（職員数は平成２９年４月１日現在）
職員数平成２９年度新規採用平成２８年度退職区 分
１６人１人１人総務課

町

長

部

局

３０人２人３人町民福祉課
８人１人１人まちづくり推進課
１６人２人産業経済課
１３人１人建設課
１人上厚真支所
２人会計室
８６人６人６人小計
２人議会事務局
２人１人１人農業委員会事務局
１６人１人教育委員会
３人１人特別職
１０９人

（再任用含む）
７人９人

（再任用含む）合 計

②給与費の状況

※職員数は３月３１日時点で特別職・特別会計職員を除いています。
※職員手当には共済費、退職手当を含みません。

（１）給与支払額（平成２８年度決算見込み）

（２）初任給と経験年数別平均給料月額（平成２９年４月１日現在）

（３）職員手当の状況（平成２９年４月１日現在）
内 容手当名

・配偶者…１０，０００円 ・扶養親族（配偶者を除く）…１人８,０００円
※満１６歳から満２２歳までの子供１人当たり５，０００円加算扶養手当
・借家等（家賃１２，０００円を超える者に限る）の場合家賃に応じて２７，０００円を限度に支給住居手当

・職務上の段階、職務の級等による加算有り
・勤勉手当は、勤務評定により支給
・（ ）は平成２８年度支給割合

期末手当
勤勉手当

※片道２㎞以上の者に限る
・交通機関等を利用する場合…運賃の額５５，０００円を限度に支給
・自家用車等を利用する場合…通勤距離に応じて２，０００円から２１，６００円の範囲で支給

通勤手当

計１２月期６月期
（２．６）２．６カ月分（１.3７５）１.３７５カ月分（１．２２５）１．２２５カ月分期末手当
（1.６４）１．７カ月分（０．８２）０．８５カ月分（０．８２）０．８５カ月分勤勉手当
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１人当たり給与費
（Ｂ/Ａ）

給 与 費職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当給 料

５，７６５，０００円５８２，２９９，０００円１３８，８３５，０００円７７，４０７，０００円３６６，０５７，０００円１０１人

※職員数は３月３１日時点で特別職・特別会計職員を除いています。
※職員手当には共済費、退職手当を含みません。

経験年数別平均給料月額平均給料
月 額平均年齢初 任 給区分

（一般行政職） ２５年以上３０年未満２０年以上２５年未満１５年以上２０年未満１０年以上１５年未満
３８４，２００円３５１，８００円３３１，２００円２８７，３００円３３４，４００円４２歳６カ月１７８，２００円大学卒
３５８，０００円３５０，７００円２９９，０００円該当なし３５７，１００円５０歳０カ月１４６，１００円高校卒
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⑥職員の福祉および利益の保護の状況（平成２８年度）

（５）特別職の報酬等の状況

（１）分限処分
人 数処分事由処分の種類
０人休職等

８時３０分から１７時１５分まで始業・終業時刻 ８時４５分から１７時３０分まで
１２時から１３時まで休憩時間

③職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（２）休暇について

（２）懲戒処分

⑤職員の研修状況（平成２８年度）

人 数区 分
８９人総合健診（人間ドック）受診者（３０歳以上）健康診断（対象者１０８人） １７人健康診断受診者（３０歳未満）

（１）勤務時間について

④職員の分限および懲戒処分の状況（平成２８年度）

（４）退職手当の状況（平成２９年４月１日現在）
定 年自己都合退職の区分

２５．５５６２５カ月分２０．４４５月分勤続２０年
３４．５８２５カ月分２９．１４５月分勤続２５年
４９．５９カ月分４１．３２５月分勤続３５年
４９．５９カ月分４９．５９月分最高限度額

年次有給休暇、病気休暇、特別休暇種類（有給）
年間２０日 ※繰越可能（限度４０日）
平成２８年平均使用日数８．８日／人有給休暇付与日数

戒 告減 給停 職免 職区 分
２人７人０人０人処分人数

視察研修等集合研修（町内）施設への派遣

主な研修名
・専門研修・業務改善研修

・人事評価研修
・職員研修センター
・町村会（室蘭）
・市町村アカデミー（千葉）
・自治大学校

３人４０人３８人参加人数

⑦職員の退職管理の状況（平成２９年４月１日現在）

再就職先退職者数 その他法人民間企業（※）
２人―２人

※課長以上の職を経験し、平成２７年度以降に退職（再任用離職を含む）をして
平成２８年4月1日以降に民間企業等に再就職した者の状況です。

※退職者のうち再任用者については人数に含まれていません。

⑧職員の人事評価の状況（平成２９年３月３１日現在）
内容区分

平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日能力評価
評定期間 平成２８年４月１日～平成２８年９月３０日（前期）

平成２８年１０月１日～平成２９年３月３１日（後期）業績評価

理事・課長職、主幹職、主査職、主任・主事職評定対象者
職員の職務上で発揮した能力の評価能力評価評価項目 職員の職務上の業務目標の達成度業績評価

１０４人対象人数

期末手当平成２９年
４月現在

平成２８年
４月現在退職の区分

６月期２．０７５カ月分
１２月期２．２２５カ月分
計４．３カ月分

７３１，５００円７７０，０００円町長
６２０，８００円６４０，０００円副町長
５８８，０００円６００，０００円教育長
２８１，０００円２８１，０００円議長
２２３，０００円２２３，０００円副議長
２００，０００円２００，０００円常任委員長
１８０，０００円１８０，０００円議長


